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資料２
文部科学省「「令和の日本型学校教育」の実現に向けた教育環境整備（義務教育費国庫負担金）」（令和７年度概算要求資料）



義務標準法における学級数及び児童生徒数に応じた定数について 
 

１ 養護教諭の定数 

義務標準法※ 第 8 条 

３学級以上の小学校及び中学校の合計数    × 1 

児童の数が 851 人以上の小学校 

生徒の数が 801 人以上の中学校   の合計数 × 1 

 

 

２ 栄養教諭及び学校栄養職員の定数 

義務標準法 第 8 条の 2 

学校給食 

単独実施校 

児童又は生徒の数が  

550 人以上の学校数 × 1 

549 人以下の学校数 × 1/4 

共同調理場 

児童及び生徒の数が 

1,500 人以下  × 1 

1,501 人～6,000 人 × 2 

6,001 人以上  × 3 

 

 

 

 

３ 学校事務職員の定数 

義務標準法 第 9 条 

４学級以上の小学校及び中学校の合計数 × 1 

３学級の小学校及び中学校の合計数   × 3/4 

27 学級以上の小学校 

21 学級以上の中学校   の合計数   × 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※義務標準法…公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に

関する法律（昭和 33 年法律第 116 号） 
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資料３



 
 

 
 
 

２－１ 教育課題に対応した教職員配置の工夫 【拡充】 ２－２ 学校事務職員の能力活用 【拡充】 

≪令和５年度の取組≫ 

・学習が高度化する小学校高学年において、新たに小学校２４校に教科担任制推進担当教員（英

語専科担当教員を含む。）を配置しました。 

・小学校における教員の持ちコマ数軽減による負担軽減のため、各学校の実情に応じて、少人

数指導やチーム・ティーチング、少人数学級に活用している指導方法工夫改善担当教員から

専科指導担当教員への更なる振替を実施しました。 

 

≪令和６年度の取組予定≫ 

・教科担任制推進担当教員の配置を更に推進します。 

なお、引き続き、教員不足解消や教員の負担軽減に向けた取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〜令和３年度(２０２１) 令和４年度 
(２０２２) 

令和５年度 
(２０２３) 

令和６年度 
(２０２４) 

令和７年度 
(２０２５) 

  
 
 
 

   

≪令和５年度の取組≫ 

・学校事務業務の担当状況調査を実施したほか、共同学校事務室等に関する先行事例の研

究のため他都市視察を実施しました。 

 

≪令和６年度の取組予定≫ 

・学校業務相互支援事業における研修体制を継続していきます。 

・現在の執行体制における課題を明確化し、効率的・効果的な執行体制について検討を行

います。 

〜令和３年度(２０２１) 令和４年度 
(２０２２) 

令和５年度 
(２０２３) 

令和６年度 
(２０２４) 

令和７年度 
(２０２５) 

  
 
 
 

   

 学校全体で対応を行うことで教育効果を高めつつ効率化も図ることができるよう、学校の組織力を充実させていく取組や、専門的な知見を持ち児童生徒
に効果的な指導・助言が行える専門スタッフの効果的な配置などの人員体制の確保を進めていきます。

小学校における計画的な 35 人学級の推進 

国の加配定数の効果的な活用 

３年生 ４年生 

小学校高学年における教科担任制の推進に向けた 

専科指導教員の段階的な配置 

５年生 ６年生 
継続実施 

「学校業務相互支援事

業」の継続 

適切な業務連携・役割分

担の検討 
業務連携・役
割分担の検討 

効率的・効果的な執行体制の
検討 

検討結果に基
づく効率的・
効果的な執行
体制の実施 

「第２次教職員の働き方・仕事の進め方改革の方針」に関する取組について 

効果的な教職員配置の 

継続的な検討・実施 
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資料４



 
 

２－３ 教職員事務支援員等の効果的な配置 【継続】 ２－４ 部活動指導員の配置拡充 【拡充】 

≪令和５年度の取組≫ 

・学校の実情に応じた効果的な配置を検討しました。 

 

≪令和６年度の取組予定≫ 

・中学校における勤務時間数を１日当たり２時間増やします。 

・学校の実情に応じた効果的な配置方法や支援業務の内容について、引き続き検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〜令和３年度(２０２１) 令和４年度 
(２０２２) 

令和５年度 
(２０２３) 

令和６年度 
(２０２４) 

令和７年度 
(２０２５) 

  
 
 
 

   

≪令和５年度の取組≫ 

・部活動指導員６２名を配置（うち、１３名は複数配置）しました。 

 

≪令和６年度の取組予定≫ 

・部活動指導員８１名を配置（うち、２６名は複数配置）します。 

〜令和３年度(２０２１) 令和４年度 
(２０２２) 

令和５年度 
(２０２３) 

令和６年度 
(２０２４) 

令和７年度 
(２０２５) 

  
 
 
 

   
継続実施 小学校・中学校全校に 

教職員事務支援員又は 

障害者就業員を配置 
学校の実情に応じた効果的な配置の検討 

中学校 51 校に１名配置 
効果検証結果を踏まえ、配置拡充 

 
55 名 
 

66 名 
 

８１名 
 

104 名 
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２－５ 専門スタッフの効果的な配置の継続 【拡充】 ≪令和５年度の取組≫ 

・学校司書については、配置の継続又は拡充を行い、効果的な配置を継続しました。 

・総括学校司書については、年度途中の退職があり、欠員分補充の追加選考を行いましたが、

定員（２１名）を下回りました。 

・配置の継続又は拡充を行い、効果的な配置を継続しました。学校巡回スクールカウンセラー

については、小学校に加えて新たに特別支援学校にも月２回程度派遣しました。 

・スクールソーシャルワーカーについては１名増員し、１２名配置しました。 

 

≪令和６年度の取組予定≫ 

・（ＡＬＴ、理科支援員）配置の継続を行い、効果的な配置を継続していきます。 

・学校司書については、配置の継続又は拡充を行い、効果的な配置を継続していきます。 

・総括学校司書については、欠員分の補充を引き続き行い、効果的な配置を継続していきます。 

・スクールソーシャルワーカーについては１名増員し、１３名配置します。 

  

 

■ 主な専門スタッフの配置状況 

 

 

 

 

 

〜令和３年度(２０２１) 令和４年度 
(２０２２) 

令和５年度 
(２０２３) 

令和６年度 
(２０２４) 

令和７年度 
(２０２５) 

  
 
 
 

   

名称 平成３０（２０１８） 令和元（２０１９） 令和２（２０２０） 令和３（２０２１） 令和４（２０２２） 令和５（２０２３） 

外国語指導 
助手（ALT） 

小・中学校８６名 
高等学校５名 

小・中学校９６名 
高等学校５名 

小・中学校１０７名 
高等学校６名 

   

理科支援員 全小学校に配置 
  

 
  

学校司書 
総括学校司書２１名 
学校司書２８名 

総括学校司書２１名 
学校司書３５名 

総括学校司書２１名 
学校司書４２名 

総括学校司書２１名 
学校司書５６名 

総括学校司書２１名 
学校司書７０名 

総括学校司書１８名 
学校司書９２名 

学校巡回スクー

ルカウンセラー 
７名（要請のあった小

学校を巡回） 

  
 

１５名に増員し、小

学校へ月２回程度定

期派遣 

小学校及び特別支援

学校へ月２回程度定

期派遣 

スクール 
カウンセラー 全中学校に配置 

  全中学校 (年間４０

回 )全高等学校に配

置 

全中学校・高等学校

に配置拡充（年４２

回） 

 
継続配置 

スクールソーシ

ャルワーカー 
各区の教育担当に配置

（８名） 
  

 
 
１１名配置 

 
１２名配置 

 

継続配置 

継続配置 

継続 

継続配置 

継続配置 

学校司書 70 名 92 名 全小学校 

15 名に拡充、月２回程度定期派遣開始 

11 名 

継続配置 

中学校・高等学校拡充（年間 42 回） 

学校巡回スクール 
カウンセラー 

スクールカウンセラー 

スクールソーシャルワーカー 12 名 13 名 14 名 

ALT、理科支援員、 
総括学校司書 

小学校 特別支援学校 
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２－６ 学校法律相談弁護士の配置 【継続】 
 

【相談件数実績】 

（令和元（２０１９）年度）１１７件  （令和２（２０２０）年度）１３９件 

（令和３（２０２１）年度）１６４件  （令和４（２０２２）年度）１６０件 

（令和５（２０２３）年度）１３７件 

≪令和５年度の取組≫  

・いじめ事案及び学校事故事案についての研修など、教育職員を対象とした研修を実施しまし

た。 

≪令和６年度の取組予定≫ 

・引き続き、弁護士の任用を継続していきます。 

・学校側の希望に応じ、各学校への訪問やオンライン相談を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〜令和３年度(２０２１) 令和４年度 
(２０２２) 

令和５年度 
(２０２３) 

令和６年度 
(２０２４) 

令和７年度 
(２０２５) 

  
 
 
 

   

 

継続実施 
学校法律相談弁護士の

配置 
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職の名称 業務内容 配置方法 令和６年度の取組
（令和６年９月時点）

教育活動
サポーター

 児童生徒の学力向上を目指し「分かる授業、個に応じた指導」を実現
するため、学習活動や教育相談に対する支援を行う。

 有償ボランティア
 学校からの申請に基づき配置 4,655回分

介助支援人材  小・中学校の特別支援学級に在籍する重度障害のある児童生徒の
介助

 派遣委託
 支援教育課及び特別支援教育

センターが配置校を選定
25校

（１校当たり１名配置）

補助指導員  小・中学校の通常学級に在籍する児童生徒の身辺介助 等  会計年度任用職員
 学校からの申請に基づき配置 18人

特別支援教育
サポーター

 小・中・高等学校の通常学級及び特別支援学級に在籍する発達障
害を含む様々な障害のある児童生徒の学習活動上の支援 等

 有償ボランティア
 学校からの申請に基づき配置 22,263回分

特別支援学校
介助員  特別支援学校におけるスクールバスの添乗や生活介助 等  会計年度任用職員

 学校と協議の上で配置 29人

スクールバス
添乗員  特別支援学校におけるスクールバスの添乗  会計年度任用職員

 学校と協議の上で配置 24人

その他の主なスタッフについて
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資料５



１ 令和５年度設計工事入札状況

令和５年度学校の設計工事入札件数８０件のうち、入札不調件数は次の９件となっています。

件名 入札日及び結果 落札日

田島小学校校舎改修その他その３工事 R5.4.18不調 R6.3.7落札

有馬小学校用務員作業所新築その他工事 R5.6.19不調 －

有馬小学校用務員作業所新築その他工事 (再入札)R5.8.25不調 R6.7.24落札

宮前平中学校校舎増築その他工事 R5.9.1不調 R6.4.1落札

中原中学校直結給水化改修工事 R5.9.8不調 R6.2.21落札

小杉小学校ほか１校教室等改修工事 R5.9.15不調 R5.11.22落札

殿町小学校体育館床改修工事 R5.10.27不調 R6.6.7落札

東住吉小学校直結給水化改修工事 R5.11.15不調 R6.2.27落札

中央支援学校大戸分教室校舎増築その他工事 R6.3.4不調 R6.7.3.落札

学校施設・設備の営修繕について
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資料６



２ 臨時休業等の案件について

学校施設・設備の故障等により臨時休業や給食中止の対応を行った案件は、令和５年度は５件、
令和６年度は９月３日現在２件となっています。

発生日 学校名 内容 対応

令和５年５月１日 東高津小学校
給水設備の不具合による断水に伴
う給食の中止

５月１日の給食を中止

令和５年６月１６日 久本小学校
地中埋設給水管から漏水が発生し
復旧工事に伴う臨時休業

６月２１日を臨時休業

令和５年６月１９日 西野川小学校
電気業者の定期点検により電灯変
圧器に不具合が判明し、交換工事
に伴う臨時休業

６月２１日を午前中授業
６月２２日を臨時休業

令和５年９月１３日 向小学校
給食室内のガス設備の故障による
ガス漏れに伴う給食の中止

９月１４日の給食を中止

令和６年３月１５日 日吉小学校
受変電設備の高圧ケーブル（PAS
と第１受変電設備間）の絶縁不良
による停電に伴う臨時休業

３月１５日を臨時休業

令和６年７月４日 日吉小学校
受変電設備の高圧ケーブル（第１
と第２受変電設備間）の絶縁不良
による停電に伴う臨時休業

７月４日を臨時休業

令和６年９月２日 橘小学校
落雷の影響により給水加圧ポンプ
が停止したことによる断水に伴う
臨時休業

９月２日を臨時休業
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３ 軽易工事について

（１）事務手続の流れ

（２）営修繕の決算額

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 ５か年平均

約778,318千円 約874,971千円 約654,305千円 約811,754千円 約654,626千円 約754,795千円

軽易工事とは、川崎市軽易工事契約事務取扱規程（昭和４９年川崎市訓令第８号）において、
「予算科目が工事請負費又は需用費に該当する１件2,500,000円（需用費中100,000円以下のも
のを除く。）以下の工事（設計図書（工事用の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する
質問回答書をいう。）の作成を要する工事を除く。）（予算科目が需用費に該当する工事にあっ
ては、建物等の小破修繕に類する工事に限る。）をいう。」と規定されており、地方自治法施行
令第１６７条の２第１項第１号の規定により随意契約できるとされている工事である。

過去５年間の学校からの申請に基づく軽易工事の決算額

①学校から営修繕申請 ⇒ ②業者に参考見積り依頼 ⇒ ③申請に基づき学校と協議
（※必要に応じて現地確認） ⇒ ④仕様書の作成 ⇒ ⑤業者の選定 ⇒ ⑥ ３者見積り依頼

⇒ ⑦見積り合わせ ⇒ ⑧予算執行伺い ⇒ ⑨業者に軽易工事依頼（請書の受理）
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○学校施設環境改善交付金 

 

［交付金の趣旨］  公立学校施設は、児童生徒等の学習・生活の場であり、地震等の災害発生時には地域の避難所としての役割も果し、その安

全性を確保することは極めて重要であることから、地方公共団体が学校施設の整備をするに当たり、その実施に要する経費の

一部を、国が交付金として地方公共団体へ交付するものです。 

 

［交付額の算定］  交付金の金額の算定は、地方公共団体が作成する施設整備計画に記載された事業について、事業ごとに算出した配分基礎額

（※）に算定割合を乗じた額と事業に要する経費の額に算定割合を乗じた額とを比較して少ないほうの額の総和に事務費を加

えた額を予算の範囲内で交付します。 

（※配分基礎額…配分面積×配分単価） 

  主な事業の算定割合 

事業名 算定割合（原則） 事業の内容 

大規模改造 

１／３ 

※財政力指数が１．００

を超える都道府県また

は市町村の設置するも

のにあっては２／７ 

既存の学校建物の大規模改修（内部環境改善（断熱改修、内装木質化等）、トイレ改修、空調設置、

バリアフリー化、防犯対策 等） 

※以下に掲げる事業の算定割合は１／２ 

・バリアフリー化  

・体育館への空調の新設及び併せて実施する断熱性確保工事、不審者侵入防止対策（防犯対策）

（令和７年度まで）   

長寿命化改良 １／３ 構造体の劣化対策を要する建物の耐久性を高めるとともに、現代の社会的要請に応じる改修 

防災機能強化 １／３ 
避難所として必要な学校施設の防災機能強化 

（非構造部材の耐震対策、避難経路・備蓄倉庫の整備、避難所指定校への自家発電設備の整備 等） 

学校給食施設 
１／２（新増築） 

１／３（改築） 
学校給食の開設および学校給食の改善充実のための学校給食施設の整備 

 

［根 拠 法 等］   義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律（昭和３３年法律第８１号）第１２条 

学校施設環境改善交付金交付要綱（平成２３年４月１日付け２３文科施第３号） 

学校施設環境改善交付金について 
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請願に対する本市の考え方について 

 

●請願要旨１「行きとどいた教育を実現するために、学級数等によらない教職員の定数改善、少数職種や教員免許を

有しない人員の配置増のための予算を確保・拡充すること」について 

 

（本市の考え方） 

はじめに、国では、小学校高学年における教科担任制の導入に伴う専科教員の加配定数の改善が図られており、本

市も、これまで積極的に活用してきましたが、義務教育９年間を見通した指導体制の確立や、小学校教員の負担軽減

の効果を見据え、基礎定数化等の定数改善が必要であると考えております。 

また、いわゆる義務標準法における少数職種である、養護教諭、栄養教諭及び学校栄養職員、学校事務職員の定数

改善や、年度途中において産育休を取得する教員の代替教員を前倒して任用する場合の定数改善等も必要と考えてお

ります。 

次に、本市では、「第２次教職員の働き方・仕事の進め方改革の方針」に基づく取組の一つとして、学校の組織力を

一層充実させていく取組や、専門的な知見を持って児童生徒に一層効果的な指導・助言が行える専門スタッフの配置

などの人員体制の確保を進めております。 

今後も、教職員の負担軽減が図られるよう、効果的なスタッフの配置を進めていくほか、行き届いた教育の実現に

つながる定数の改善等について、様々な機会を通じて、国に要望してまいります。  
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●請願要旨２「子どもたちの安全・安心な教育環境の整備のための予算措置を講じること」について 

 

（本市の考え方） 

入札不調の対応は、整備の遅延や更なる費用負担が生じることから、児童生徒の教育活動に与える影響が大きいも

のと認識しておりますので、可能な限り影響が少なくなるよう、関係局と連携し、早期の整備に向けた対応や、代替

機能の確保に努めるなど、必要な措置を適切に講じてまいります。 

また、入札不調の対策として、発注部局では、発注時期の平準化、年度当初の発注予定の公表、適切な工期設定な

ど、受注しやすい環境整備に努めてきたところですが、より実勢に即した予定価格となるよう標準単価の見直し回数

を増やす取組を進めております。 

さらに、本市では、「学校施設長期保全計画」に基づき、現在、内外装改修、断熱化などの再生整備及び予防保全を

築年数等に応じて実施しているところであり、給排水設備、受変電設備及び給食室等の改修につきましては、設備再

生を今後実施することを本計画に位置付けているところであり、必要な国庫補助制度の拡充を国に要望してまいりま

す。  
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●請願要旨３「義務教育費国庫負担制度を堅持すること」について 

 

（本市の考え方） 

義務教育費国庫負担制度は、義務教育の根幹をなす、「教育の機会均等の保障」「教育水準の維持向上」「無償制」に

ついて、国が責任を持って支える制度とされており、これまで一定の役割を果たしてきたものと考えておりますが、

本市といたしましては、都道府県や政令指定都市間において、教育費の水準に著しい格差が生ずることのないよう必

要な措置を講ずることを前提として、国から地方への税源移譲により、地域の実情に応じた、創意と工夫に満ちた教

育行政を展開していく必要があると考えております。 
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